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一般会計歳入一般会計歳入
　法人市民税は法人税割率

の引下げにより、固定資産

税は大規模償却資産の課税

標準額の減少により、それ

ぞれ減少を見込んでおり、

市税全体としては、減額と

しています。

　地方交付税は、地方財政

計画等を基に算定した結

果、増額としています。

 国庫支出金は、平成３０

年７月豪雨災害に係る災害

復旧事業の増加により、増

額としています。
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一般会計歳出一般会計歳出
　補助費等は、下水道事

業会計負担金・補助金及

び広島中央環境衛生組合

負担金などの増加により

増額とし、扶助費は、生

活保護費などの減少によ

り、減額としています。

　投資的経費は、緊急自

然災害防止対策事業や平

成３０年７月豪雨災害に

係る災害復旧事業の増加

により、増額としていま

す。

地方譲与税

　1億 2,536 万円

　0.9％

地方特例交付金

　1,200 万円

　0.1％

交通安全対策特別交付金

　208 万円

　0.0％

分担金・負担金・寄附金

　2億 1,802 万円

　1.5％

使用料・手数料

　1億 3,184 万円

　1.0％

財産収入

　2,826 万円

　0.2％

繰越金

　1千円

　0.0％

貸付金

　2億 8,000 万円

　2.0％

維持補修費

　1億 7,422 万円

　1.2％

積立金

　8,621 万円

　0.6％

投資及び出資金

　4,913 万円

　0.3％
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令和２年度当初予算の概要
～「元気」の源となる「ちから」づくりの推進～

▼各会計の予算状況
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会計名 令和２年度 令和元年度 増減率（％）

一般会計 １４１億４，６５８万円 １３４億５，８０６万円 ５．１

特別会計 ７２億６，５８８万円 ８０億１，４７２万円 ▲９．３

国民健康保険 ３１億６，６００万円 ３３億１，０４１万円 ▲４．４

貸付資金 ７７０万円 ８３２万円 ▲７．４

港湾事業 ５，３３５万円 ５，１７３万円 ３．１

公共下水道事業 ― ７億７，７８０万円 皆減

公共用地先行取得事業 １千円 １千円 ０．０

介護保険 ３５億２，９６２万円 ３３億７，６５８万円 ４．５

後期高齢者医療 ５億９２１万円 ４億８，９９０万円 ３．９

下水道事業会計 ８億２，０６８円 ― 皆増

水道事業会計 １１億９，０９２万円 １１億７，６２４万円 １．２

合計 ２３４億２，４０５万円 ２２６億４，９０３万円 ３．４

　令和２年度当初予算は、「第６次竹原市総合計画」の基本構想の将来都市像である、『元気と笑顔が織り

成す　暮らし誇らし、竹原市。』の実現に向け、平成 30 年７月豪雨災害からの着実な復旧・復興のための

施策及び『たけはら元気プロジェクト』に体系づけた施策を着実に進めるものです。

　令和２年度当初予算の概要は、竹原市ホームページにも掲載しています。
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～「元気」の源となる「ちから」づくりの推進～

令和２年度重点事業
主な事業は次のとおりです。

呼び込む「ちから」づくり

平成 30 年７月豪雨災害からの早期復旧・復興

■公共土木施設災害復旧事業　18 億 3,350 万円

　平成 30 年７月豪雨で被害を受けた 164 箇所（令和

２年 1月時点）の河川、道路及び橋梁といった公共土

木施設の復旧事業を実施します。

■農林水産施設災害復旧事業　２億 2,830 万円

　平成 30 年７月豪雨で被害を受けた市内 116 箇所（令

和２年１月時点）の農地、農業用施設及び林道といっ

た農林水産施設の復旧事業を実施します。

育てる「ちから」づくり

■たけのここども園運営事業　2,235 万円

　教育・保育を一体的に行い、子どもの心身の発達を助長するととも

に、保護者に対する子育ての支援を行うため、たけのここども園を開

園します。

■未来の人材育成推進事業（Takehara Global Gateway 義務教育グ

　ローバル化促進分）　609 万円

　グローバル化の進展に対応し、世界とつながり、ふるさと「たけは

ら」を広く発信できる人材を育成するため、日常的に英語を活用する

環境の整備や海外の学校との交流などを実施します。

■乳幼児等医療費助成事業　３億 3,864 万円

　子育てしやすい環境を整え、次世代を担う子どもの健やかな育成を図るた

め、令和２年７月から中学生の入院に対する助成を対象として拡充します。

■竹原駅前賑わい空間再生事業　2,398 万円

　低未利用地の利活用を図り、竹原駅前エリア全体で

市民や来訪者にとって居心地が良い空間を創出し、賑

わいを再生するための取組を実施します。

■地域公共交通推進事業　670 万円

　地域公共交通網の再編を行い、地域公共交通の利用

環境の向上を図るため、新たな交通モードの検討を行

います。

■シティプロモーション事業　576 万円

　市民のまちへの誇りと愛着を高めるとともに、市内外の人々から”選ばれるまち”となり、本市に「訪

れたい」「関わりたい」「住みたい」人を増やすため、各種事業を実施します。

■緊急自然災害防止対策事業　４億 5,000 万円

　災害の発生及び拡大の防止を目的とし、河川及び土地改良施設整備事業

を実施します。
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「暮らし誇らし、竹原市。」の確実な実現に向けて

人口の現状を踏まえた
対応の方向性

●第２期竹原市まち・ひと・しごと創生総合戦略を策定

　全国的に人口減少が進む中、これまで進めてきた人口減少問題の克服を目指す地方創生の取組を切れ目な

く持続するため、第２期竹原市まち・ひと・しごと創生総合戦略を策定しました。基本目標の達成に向けて

取り組むことによって、第６次竹原市総合計画の推進を人口減少対策の観点から加速していきます。

問い合わせ　企画政策課秘書企画係　☎２２-０９４２

第２期竹原市まち・ひと・しごと創生総合戦略
< 計画期間 > 令和２年度～令和６年度

社会減の緩和

自然減の緩和

賑わいと
活力の創出

基本目標

しごとをつくり安心して
働けるようにする
竹原への新しいひとの流
れをつくる

若い世代の結婚・出産・
子育ての希望を叶える

年齢や性別に関わらず多
様な人々が元気なまちを
つくる
竹原の魅力，個性を活か
して交流を拡大する

取り組むこと

●仕事づくり
・サテライトオフィス等の誘致
・地域おこし協力隊の活用 等
●移住・定住の促進

・大学就学等による転出者のＵ
   ターンを促す「新たな奨学金貸
   付制度」の創設 等

●地域力の強化
・中学生の海外への派遣など
　未来の人材育成

・( 仮称 ) 竹原ファンクラブの創設 等
●まちの魅力向上

・観光プロモーションの推進 等

●少子化対策
・婚活イベントの開催
・乳幼児等医療費助成の対象拡大
   など、子育て支援の充実 等

令和４２（２０６０）年に、１０，５００人の人口規模を維持

空き店舗等改修助成事業
　まちなかの賑わいを創出する創業を支援する

ため、まちなかにある空き店舗等を改修する費

用の一部を助成します。

対象

　観光地と商店街エリアをつなぐ観光消費推奨

ルートにある空き店舗等を活用する中小企業

者、商店街団体または創業者

補助率　対象経費の１／２

上限額　上限１００万円

予算額　３００万円

募集期限　令和３年２月 26 日（金）まで

※予算額に達した時点で締め切ります。

問い合わせ　産業振興課商工観光振興係

　　　　　　☎２２-７７４５


